
別紙１

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・中心経営体である認定農業者の外、他地区の入作を希望する認定農業者や認定新規就農者、法人等の受入
れを促進する。その際、牛の牧草を作る人など、大規模にしている人に集約する。
・情報交換による農地の集約や離農者の機械・施設の有効活用に今後も引き続き取り組んでいきたい。

・若い人が少なく、後継者不足である。
・農業は儲からないから、させたくない。若い人もしたがらない。
・10年後に耕作者不在と予想される農地は、ⅰ(42.76)＋ⅱ(0)－④(2.15)＝40.61㏊。
・農地の形状が圃場に入る道が狭く大型機械が入らない。
・シカの被害が少し見られる。
・高収益な新たな園芸品目の導入をしたいが、人手や資金の問題で踏みとどまってしまう。

【その他　集落独自の取り組み】
・情報交換による農地の集約や離農者の機械・施設の有効活用に今後も引き続き取り組んでいきたい。

【農地中間管理機構の活用方針】
・農作業の効率化や貸借契約事務の簡素化を図るため、農地中間管理機構を活用した経営農地の集約化を目
指す。
・中心経営体が病気や怪我等の事情で営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を活用し、農地
の一時保全管理や新たな受け手への付け替えを進めることができるよう、機構を通じて中心経営体への貸付け
を進めていく。

【基盤整備への取組方針】
・現在は、基盤整備の計画はないが、今後、農地の大区画化・汎用化等の基盤整備への取組に向けて検討す
る。

【鳥獣被害防止対策の取組方針】
・鳥獣被害があるので、シカ、イノシシ等の目撃情報は積極的に情報共有する。
・ワイヤーメッシュ柵の取り付けや捕獲体制の構築等に取り組む。

【災害対策への取組方針】
・台風による水害等への自然災害被害防止のため、水路等の清掃等に取り組む。
・ハウスは縛り込み、被害防止システムを追加で導入する。

【新規・特産化作物の導入方針】
・JA等が推奨する作物の生産や産地化に積極的に取り組むよう検討する。
（ブロッコリー、カボチャ、サツマイモ等）

実質化された人・農地プラン

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計

42.76ｈａ

0ｈａ

直近の更新年月日

五島市

市町村名 対象地区名（地区内集落名）

富江地区（山手・黒瀬・長峰集落）

作成年月日

令和3年3月5日

（備考）

189.04ｈａ

106.85ｈａ

42.29ｈａ

①地区内の耕地面積

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 42.76ｈａ


